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1本犯被害者に対する有償処分あっせん
最高裁平成14年7月1日決定は次のように判示した。「盗品等の有償の
処分のあっせんをする行為は、窃盗等の被害者を処分の相手方とする場合
であっても、被害者による盗品等の正常な回復を困難にするばかりでな
く、窃盗等の犯罪を助長し誘発するおそれのある行為であるから、刑法
256条2項にいう盗品等の「有償の処分のあっせん』に当たると解するの
が相当である」（1）。
問題は本犯の被害者をあっせん行為の相手方とする場合でも、盗品等関
与罪の保護法益とされる追求権の侵害があるといえるかである。
（1）刑集56巻6号265頁。本件評釈あるいは論じているものとして、たとえば、高山佳
奈子「盗品等の被害者を相手方として盗品等の有償の処分のあっせんをする場合と盗
品等処分あっせん罪の成否」現代刑事法5巻10号58頁、豊田兼彦「窃盗等の被害者を
相手方として盗品等の有償の処分のあっせんをする場合と盗品等処分あっせん罪の成
否」愛知大学法学部法経論集162号1頁、上罵一高「窃盗等の被害者を相手方とする
処分と盗品等処分あっせん罪」法学教室276号92頁、今井猛嘉「盗品関与罪の成否」
現代刑事法6巻1号97頁など。
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また、「窃盗等の犯罪を助長し誘発するおそれのある行為である」こと
も本罪の罪質を説明する理由として繰り返し述べられてきたが、これはど
のようなものとして理解すべきであろうか。本罪は個人的法益に対する財
産犯である。助長・誘発のおそれを問題視するとしてもそれはあくまで個
人の財産権侵害（追求権侵害）のうちに読み取りうる限りで述べられるに
すぎず、それを犯罪抑止という社会的法益とみなすべきではないだろう。
そうであるとすればこの助長・誘発とは、助長・誘発的な利益関与行為が
追求権侵害の一部をなすとか、部分的に与る行為だと解すべきである。
いずれにしてもこの助長・誘発のおそれを招くことが本罪の副次的な性
格であると判例は認めてきたのであり、学説も本罪の性格を追求権侵害を
中心的なものとしっっも事後従犯的、犯人・犯罪庇護的、利益関与的と
いった性格も兼ね備えた複合的な性格をもった犯罪だと理解してきてい
る。
平成14年決定が追求権侵害のみならずこの副次的法益侵害である「犯
罪を助長し誘発するおそれのある行為」であったことをも指摘した点をど
のように評価すべきかは、本件を検討する上でとりわけ重要である。
つまり本稿で検討すべき課題は追求権の侵害ということの内実、および
その部分であろう犯罪を助長し誘発するという要素の内実と前者（追求権
侵害）との関係、これらをいかようにとらえるべきかということである。
2学説の議論
平成14年決定が議論を呼ぶのは、その事案における被告人の行為が本
犯被害者自身をあっせん行為の相手方としている点で、追求権を侵害した
とはいえないのではないかという疑問が生じるからである。この点のとら
え方次第でその余の立論も結論も大きく異なってくる。
「追求権の対象たる『物』自体はそのまま返還されているとしても、物
に対する財産的・経済的価値に関する決定権としての追求権（すなわち、
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『財産的・経済的負担なく返還してもらえる権利』としての追求権）の侵
害はなお存在する」（2）と述べるものがあるが、これは平成14年決定がまさ
に「正常な回復」と呼んだところをパラフレーズしたものであろう。また
別様にパラフレーズし、「被害者にとってあっせん行為は、すでに指摘し
たように、盗品等回復方法に新たな選択肢を加えるものである。それにも
かかわらず追求権侵害が認められるとすれば、その根拠は、＜あっせん行
為が既存の盗品回復方法の実現可能性を低下させた点＞に求めるべきだと
思われる」（3）とするものもある。
逆に、「盗品返還行為をもって、盗品に対する追求権（返還請求権）を
害する行為だとすることはできないであろう」（4）とか、「追求権の中に『正
常な回復』請求権まで含めうるかは、なお疑問であろう」（5）と述べて、平
成14年決定の結論に異を唱える見解も有力に主張されている。あるいは
場合分けをし、「被害者が正常な回復手段以外の方法をあえて選択したよ
うな場合に追求権の侵害があるといえるかには疑問があり、また、本犯の
被害者からの依頼を受けてあっせん行為を行った者にっいて盗品等有償処
分あっせん罪の成立を肯定することには問題があろう」（6）などとするもの
ある。
追求権侵害がないとすれば本罪は成立しないが、ここで追求権侵害はな
お考えられるとしても被害者の「同意」があることによって本罪の成立が
否定される場合があると構成する主張も少なくない。たとえば「被害者の
同意の任意性に問題が生じるのは、本犯者が『物が返還されるためには、
経済的・財産的負担に応じるよりほかない』との形で二律背反状況（強制
（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
深町晋也「有償処分あっせん罪の成否」西田典之・山口厚・佐伯仁志編「刑法判例
百選II各論［第6版］』151頁。
鈴木左斗志「盗品等関与罪」西田典之・山口厚・佐伯仁志編『刑法の争点』（ジュリ
スト増刊新・法律学の争点シリーズ2）215頁。既存の盗品回復方法の実現可能性
の低下とは、あっせん者が現われなければ本犯者があきらめて返還したり放棄したり
あるいは処分にいっそうのリスクを負担する必要があったようなことが解消されてし
まうことを意味している（同頁参照）。
林幹人「刑法各論［第2版］』306頁。
西田典之「刑法各論第四版』252頁。
山口厚『刑法各論［補訂版］』341頁。
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状況）を設定するため」であるから、「被告人が二律背反状況の維持に関
与していると評価できる場合（「本犯者のため」に行動する場合）には、
同意の効力を否定すべきことになろう」（7）とか、被害者があっせんを依頼
するケースでは「既存の盗品回復方法の実現可能性」の低下について被害
者はあらかじめ同意しているから、その範囲では本罪の成立が否定される
ことになる（8）などとされる。
［ll諜』期二撫野
3検討
被害者が依頼したケースにせよ、行為者（盗品所持者）のほうから声を
かけたケースにせよ、また対価支払があろうとなかろうと、被害者にとっ
て盗品の回復が第一でありどれほどの対価の支払を要してもかまわないと
いうのであれば（とりわけいわゆる法益関係的な）同意があるといわざる
をえないのであるから、同意の有効・無効を基準に本罪の成立範囲を画そ
うとする試みは首尾よくはいかないであろう。
思うに、決定的なのは行為者の主たる動機が被害者のためかどうかであ
る（9）。被害者のためでないならそれは自分のため（利益関与）の行為であ
り、そうした行為は同時に助長・誘発的な性格を帯びるということができ
る。
（7）深町・上掲151頁。
（8）鈴木・上掲215頁。
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「被害者のため」とはすなわち回復目的ということであるが、目的とい
う要件は終局的結果を先取りする意味をもつことがある（背任罪の図利加
害目的を想起せよ）。回復が正常であろうとなかろうとそれは被害者のた
めといえる余地があるから、正常か否かで回復（一追求権）侵害の有無を
区別することは困難であり説得的でない。
被害者のためというのは終局目的が自分のため（利益関与二助長・誘
発）ということであり、盗品等に関与して利益を得るためということであ
る。この点を次のように捉えなおすことを試みたい。追求権侵害は1項犯
罪的側面であり、助長・誘発による利益関与は2項犯罪的側面であると。
したがって1項犯罪的側面が主であり、2項犯罪的側面が従であるとい
う理解が導かれうるが、これは本罪に関する従来の理解とも整合的であろ
う。
そして両側面をあわせて本罪が究極的には所有権に対する財産権侵害の
罪すなわち財産犯であるということが再確認されうるのではなかろうか。
また上記の捉えなおし・分析はさらに次のように捉えなおすことも可能
であるように思われる。すなわち、助長・誘発による利益関与（2項犯罪
的側面）はあるいは所有権の部分的侵害と見ることもできる。一時使用に
よる窃盗罪の成立や抵当権設定による横領罪の成立の場合とパラレルに理
解することができよう。
以上のような考察を次のように結論づけたい。追求権を害していないよ
うに見えてもなお助長・誘発的であるとして本罪が成立する余地があると
しうるかどうかの判断基準としては、当該行為が「被害者のためのものと
（9）山口厚「新判例からみた刑法第2版』272頁以下が「関与者が、被害者の代理人
等として、専らその指揮・命令の下に従属的立場で行動する場合（この場合は、対価
の支払があってもかまわない）には盗品等関与罪の成立は否定されるべきであろう。
この場合においては、当該関与者は被害者自身による回復を従属的に補助したにすぎ
ないとの評価が可能となるからである。また、被害者のそうした推定的意思の下に行
動した場合、さらに、そうした認識の下に行動した場合においても、同様の理由から
（後者の場合には、故意の欠如を理由として）盗品等関与罪の成立を否定することが
考えられてよいように思われる」としているのも、結局は軌を一にするのではないか。
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いえるか」という基準により、なお助長・誘発に伴う利益関与によって副
次的保護法益たる財産的利益や部分的所有権に対する侵害があるかどうか
を判断することができると考えられる。
4保管後の知情（故意）
本罪の性格とも関連してもう一点よく論じられているのは、保管行為開
始後に盗品等であるとの情を知ったという場合にその時点から保管罪が成
立しうるかという問題である。これは保管罪を継続犯とみるか状態犯とみ
るかと関連し、判例は保管後の知情に保管罪の成立を認めているのでこれ
を継続犯と解しているものといえる（10）。
これを支持する主張も少なくない。たとえば「寄蔵行為には、窃盗等の
本犯を誘発助長するという性質が必要だということになるが、確かに単な
る保管行為にも、本犯者の貯物処分を容易にし、あるいは官憲の追求を免
れさす点で、そういう性質が認められるのである」（11）。
しかし継続犯はたんに侵害された違法状態が存続するだけでは足りず、
むしろ行為の継続により侵害の程度が増大するといえるのではなければな
らないだろう。したがってたんに保管し続ける行為は追求権を新たに侵害
（10）最高裁昭和50年6月12日刑集29巻6号365頁。いわく「貯物であることを知らずに
物品の保管を開始した後、賠物であることを知るに至つたのに、なおも本犯のために
その保管を継続するときは、貯物の寄蔵にあたるものというべき」である（366頁）。
（11）佐藤嘉彦「保管の途中で貯物であることを知り保管を継続する場合と貯物の寄蔵」
『昭和51年度重要判例解説』（臨時増刊ジュリスト）170頁。また、「委託による盗品
等の移転のみでなく、移転後の保管行為も、盗品等の発覚を防止し、本犯者による盗
品等の処分を容易にするなどの点で追求権を困難にする面をもつといってよい。その
上、保管行為のもっ本犯助長的性格を考慮するならば肯定説が妥当と思われる」（西
田・上掲書251頁）とか、「本犯助長的性格という点においては、盗品等の占有移転時
において、盗品等であることを認識している場合と保管後にそれを認識した場合とで
何ら変わるところはない。一方、追求権侵害という点では、確かに、占有移転と保管
とではその程度に差異はあるものの、保管している時点においても追求権侵害が存続
している」（小野寺一浩「盗品保管罪における知情の時期」西田典之・山口厚・佐伯
仁志編『刑法判例百選II各論［第6版］』（別冊ジュリスト190号）153頁）とするも
のもある。存続しているのがはたして本当に追求権の侵害なのか、それともたんに追
求権が侵害されたという違法状態にすぎないのかが問題である。
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し続けその被害を増大させるものではなく、その限りでは本犯助長性も何
ら増大を見ないのであるからこれを継続犯と解することはできないであろ
う。
また新たな合意があればそれ以降の保管継続については保管罪の成立を
認めることができると主張するものもある（12）が、新たな追求権侵害や新
たな本犯助長性を見出しうる客観的行為（移転行為等）が認められない以
上、本罪の成立を肯定することはできないように思われる。
《保管後の知情》
確かに単なる保管行為にも、本犯iたんに保管し続ける行為は、追求
者の貯物処分を容易にし、あるいは権を新たに侵害し続けその被害を増
官憲の追求を免れさせる点で、窃盗i大させるものではなく、その限りで
等の本犯を誘発助長するという性質iは本犯助長性も何ら増大を見ない
が認められるi（のであるからこれを継続犯と解すiることはできない）
（本学法学部・法科大学院准教授）
（12）林幹人『刑法各論［第2版］』311頁は「知った後、本犯との間に保管することの
合意がない限り、本犯を次の犯罪へと駆り立てるカは弱い」とし、山口厚『刑法各論
［補訂版］』340頁は「盗品性を認識した後における意思の連絡があってこそ本犯助長
性が認められる」とする。
